
 

 

ＥＡＢＣ（East Asia Business Council／東アジアビジネスカウンシル） 

ＲＣＥＰワークショップ・首席交渉官等との対話会合 概要報告 

ＡＳＥＡＮ日本経済協議会日本委員会 

１．日 時  ２０１７年７月２５日（火）９時３０分～１８時 

２．場 所 ハイデラバード国際会議場（インド） 

３．出席者 ＲＣＥＰ交渉参加１６か国の民間経済団体・企業関係者・首席交渉官ほか 約８０名 

４． 概 要  

ＡＳＥＡＮ日本経済協議会日本委員会が参画するＥＡＢＣ（東アジアビジネスカウンシル）では、７

月２５日、インド・ハイデラバードでのＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済連携）交渉会合に合わせ、

交渉参加国企業が意見交換を行うワークショップと、その結果を政府側首席交渉官等に報告する対話会

合を開催した。日本からは当委員会事務局が参加し、日本企業の意見・要望を伝えた。 

ワークショップでは、経済界の関心が高い①中小零細企業・ｅコマース・貿易円滑化、②サービス分

野、③市場アクセスの３分野をテーマに、日本（当委員会）、印、豪、ニュージーランド、インドネシ

ア、タイ、マレーシア、シンガポールから経済団体、企業関係者が登壇。活発な意見交換が行われた。 

インド以外の７か国からは概ねＲＣＥＰ交渉推進に建設的な意見・要望が出されたのに対し、地元イ

ンド経済界の発言は全体に「経済の自由化は自国の成長に資することが基本」との慎重論に終始した。 

当委員会事務局は「中小零細企業・ｅコマース・貿易円滑化」のセッションに参加し、６月２７日に

東京で開催した「ＲＣＥＰ意見交換会」ならびにＪＥＴＲＯと共同で実施したＲＣＥＰ交渉参加１６か

国民間企業を対象とする「ｅコマースアンケート調査」の結果を報告した。 

併せて、ＲＣＥＰを通じ、東アジアに中小零細企業も含めた包摂的かつ強靭な質の高いバリューチェ

ーンを展開可能とするために必要なポイントとして、①簡素で使い易い原産地証明制度と完全累積の実

現、②円滑かつ一貫した税関手続き、③知財保護、政府調達等の分野における透明性が高く明快なルー

ル・制度作りとタイムリーな情報開示、④ｅコマースを支える支払・決済システムとデータコンテンツ

を保護する制度などの実現を訴えた。 

これに対し、首席交渉官側からは「こうした対話の場は有益であり、今後も継続を希望する」「産業

界の具体的な要請をしっかり聴き、バランスのとれた質の高い有益な経済連携を目指したい」「長期的

には高いレベルでの自由化が重要であり、産業界も変化への心構えと対応が必要」などの意見が出た。 

ＡＳＥＡＮ５０周年にあたる本年１１月のＡＳＥＡＮ首脳会合が、ＲＣＥＰ交渉の一つの節目として

注目されるが、まだ課題も多く残っており、どのレベルまで合意が達成できるかは不透明な状況。当委

員会では引き続き、委員企業の声を政府交渉関係者に伝えることを通じて、日本の産業界の成長に資す

るよう質の高いＲＣＥＰの実現推進に寄与していく。 

 

  

ＲＣＥＰワークショップの聴衆            ＥＡＢＣと首席交渉官等との対話会合 


